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                                    府立布施高等学校 

                                       校長 山 口 武 史 

平成 24年度 学校経営計画及び自己評価 
 

１ めざす学校像 

７０周年の節目を迎える本校は、「質実勤勉にして、明朗清楚、中正にして健康な心身の育成をはかる」という創立以来の教

育方針を踏まえ、家庭・地域との連携のもとに、教職員が一体となり組織的に取組みを進め、「進路を切りひらく確かな学力」

と「豊かな自己を確立し、より良い社会を創っていく志」の育成をめざす。 

１． 創立以来の「文武両道」の良き伝統を踏まえ、学習においても行事や部活動等においても「ひたむきに頑張る」生徒を 

育成する。 

２． 地域の社会資源を積極的に活用しながら、生徒の「学ぶ力」（自学自習力･勉強のスキル）、「学ぼうとする力」（志･意欲･ 

目的意識･勤労観･社会参画と貢献の心）をはぐくみ、「学んだ力」（学習の成果･成績･進路実績）を深めていく。 

３．「自主・自律の精神」を基本に据えた自治会活動、「全員で取り組む」ことを信条とした体育祭・創造祭（文化祭）など 

の自治会行事、活発な部活動などを通じて、協力・共同によってことをなしとげるリーダーシップ・フォロアーシップ 

をはぐくむ。 

２ 中期的目標(指標については、すべて平成２６年度末達成をめざす) 

１．確かな学力の育成 

（１）授業力向上 

ア．授業アンケート活用や公開授業・研究授業の推進を通じ、個々の教員の授業の充実を図り、学校教育自己診断における

「学力のつく授業が多い」の項目で、肯定的回答 20％増(H23 年度は 55％)を達成する。 

イ．家庭学習課題（宿題）の充実、新入生全員を対象にしたスプリング合宿(勉強合宿)、自習室の整備等によって、家庭学習  

時間 20％増をめざす。特に、家庭学習習慣の不十分な生徒に対する、将来の目標づくり等のキャリア教育を推進する。 

（２）教育の情報化の推進 

ウ．ＩＣＴを活用する授業を推進し、「わかる授業、手ごたえのある授業」を展開する。 

エ．生徒に関する諸データの集約・活用に向けたシステムを構築し、校内 LAN の活用による校務の情報化・効率化を図る。 

情報専任者の設置から、情報係の分掌化を促進する。 

２．夢・志のはぐくみ 

(１)系統的なキャリア教育による志や目的意識の醸成 

ア．「志学」の充実を図り、FROM NOW（総合的な学習の時間）や LHR・学校行事を点検し、従来の取組みを位置づけし

なおす。   

イ．各学年数時間程度の新しい学習プログラムを開発し、布施高版市民性教育（キャリア教育・「志学」）を確立する。 

（２）進路保障 

ウ．進路保障の充実を図り、私立大学ののべ合格率 30％以上、センター試験受験者 30％増を達成する。 

３．生きる力と豊かな心のはぐくみ 

（１)自己を厳しく律する力と自尊心の育成 

ア．挨拶指導・遅刻指導の充実等により、年間総遅刻数 25％減を実現する。 

イ．教育相談委員会の活性化、各学年や関係委員会との連携による個別生徒支援の充実を図り、学校教育自己診断における

「親身に相談に応じてくれる先生が多い」の肯定的回答 70％以上を達成する。 

ウ．充実した伝統的自治会行事の継続、部活動のベスト記録･成績の更新、菜の花忌運動等の地域貢献を通じて自主・自立の  

精神、社会貢献の姿勢をはぐくむ。 

（２）地域連携強化による地域に大切にされる学校づくり 

エ．家庭との連携強化、ＰＴＡ活動の充実を図り、保護者授業参観参加者の倍増を実現するとともに、新たに導入したワー

クショップ形式の保護者と教職員の意見交換会の継続・充実に努める。 

オ．近畿大学をはじめ他大学との連携による出前講義・体験講義の充実を図る。また、司馬遼太郎記念館との連携の充実を 

図り、志学に位置付けた「司馬遼太郎学習プログラム」「菜の花忌運動」を展開する。 

４．機能的な組織づくり  

(１)若手教員の校内ＯＪＴの充実 

(２)運営委員等のミドルリーダーの育成  (３)学校改革委員会の見直し 



【学校教育自己診断の結果と分析・学校協議会における提言内容】※ H24年度末に記載予定 

学校教育自己診断の結果と分析［平成 24年 12月実施分］ 学校協議会における提言内容 

■H23年度より三者(生徒、保護者、教職員)とも対象とし、同内容

で実施。三者の意識の違い等を比較しやすいものとした。 

■分析結果は以下の通り。 

※( )内数字は質問に対する肯定的回答の割合（%） 

【学力保障】 

○H24度より単位数増加(34←32)に踏み切り学力向上策を強化。一

方、授業そのものへの生徒の満足度はまだまだ高いとは言えず、

教員との意識の開きは大きい。（関係項目の平均 生徒 56% 教員

80%）。前期実施ｱﾝｹｰﾄ結果の後期へのﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ方法などシステム

の見直しを行ないたい。教職員が授業改善に向け謙虚に取組む姿

勢を促す必要あり。来年度の最優先課題と位置付けたい。 

○補･講習への生徒の満足度もまだ高いとは言えない（63%）。生徒

のニーズに沿った補･講習の実施に向け、進路部と学年の連携体制

の確立をさらに図っていきたい。 

【学力保障以外の取組み】 

○「本校には他校にない特色がある」については、肯定的回答が

三者とも増加（三者の平均 73%←68）。学習合宿、ユネスコスクー

ル活動等について今後もより充実させていきたい。 

○本校の大きな課題となっていた「人権教育の充実」については、

生徒の肯定的回答が増加（58%←45）。今後も継続的に充実させて

いきたい。 

○「生徒指導には納得している」「教員は悩み等に親身になって応

じている」については、保護者に比べ生徒の肯定的回答の割合が

低い（平均 生徒 48% 保護者 72%）。学校と保護者の連携はある

程度できてはいるものの、今後あらゆる教育活動において教職員

と生徒のコミュニケーションのあり方を見直していきたい。 

【学校運営】 

○今年度の新項目「首席・主任中心に教職員の連携･情報共有がよ

く行なわれている」（53%）、「教育活動全般で評価を行ない次年度

の計画に活かしている」（42%）については、ともに肯定的回答が

低い。将来委員会のさらなる活用等で、教職員の学校運営への参

画意識を高めていくことが、来年度以降も継続して取り組むべき

大きな課題である。 

■第 1回（9/27） 

※協議に先立ち委員全員が 1年生「総合的な学習の時間」（『仕

事調べを終えて』のスピーチ）を見学 

○スピーチ見学の感想 

・色々な職業についている人の話を聞くことが、多方面に関心

を持つきっかけとなる。進路意識向上につながる取組みなので

人前で発表させることも含め、今後も継続していただきたい。 

・発表の合間にうまくコメントを入れるなど、生徒に元気がで

る雰囲気作りを今後も続けてほしい。 

○教育活動全般について 

・「文武両道」追求の考え良い。学習合宿の継続等で思い出も

たくさん作れる取組みを。 

・運動部とともに、文化部もより活発になることを切に望む。 

・園芸部や自治会中心に、PTAも参画して校内フラワーロード

の整備や「（地域の）菜の花運動」に取り組んでいるのは素晴

らしい。今後も継続的に発展させていただきたい。 

・生徒は年代の近い大学生には勉強以外（進路等）についても

相談しやすい。インターンシップ制度のさらなる活用を望む。 

■第 2回（2/1） 

○「協議会傍聴規則」等について 

・傍聴内容を悪用されないためにも第五条などは大切。 

・セクハラ等の相談窓口を学校外も含めオープンにすることは

意義ある。 

・協議会内容をオープンにする際、HPへの UP内容の精査が必

要。 

○自己診断・公開授業・教育活動等について 

・同じ教科でもクラスによって授業の内容にレベルの差がない

ように望む。 

・「年に一回は必ず授業を公開する」をルール化してはどうか。 

・公開した後の研究協議が一番大事。「いい授業でした」で終

わらないようにするため、協議の“柱”を決めるのも一案。 

・同年齢で教え合ったり、発表する機会をさらに増やしたりし

ていただきたい。 

・個々の生徒が自ら興味を持って取り組めるよう、教育活動の

工夫を切に望む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３ 本年度の取組内容及び自己評価 

中期 

的 

目標 

今年度の重点目標 具体的な取組計画・内容 

 

評価指標 

 

自己評価 

確
か
な
学
力
の
育
成 

（１）授業力向上 

ア．授業アンケート活用や

公開授業・研究授業の推

進を通じ、個々の教員の

授業力向上を図る。 

イ．家庭学習課題の充実、

学習合宿の実施、週末課題

の工夫、自習専用室の設置

等により、自学・自習力を

高める。 

（２）教育の情報化の推進 

ウ．ＩＣＴを活用する授業増

を推進する。 

エ．生徒に関する諸データの

円滑な集約・活用のための

システムと、担当組織を構

築する。 

 

 

ア○授業アンケートの個人別・教

科別の分析結果を有効に活用

する。 

○公開授業を拡大。研究授業

は全教科で年間１回以上実施

する。 

イ○24 年 4 月末、新入生全員を

対象に初めて実施するスプリ

ング合宿(学習合宿)を活用し

て、学習意欲の向上を図る。 

○自習専用室の整備等によ

り、学校にいる間での意欲的

な自学・自習が可能となる条

件整備をする。 

○家庭学習時間ゼロの生徒に

対する、将来の目標づくり

等の指導を推進する。 

ウＩＣＴを活用し「わかる授業、

手ごたえのある授業」を展開す

る。 

エ様々な分掌が個々にもつ諸デ

ータを集約し、円滑・迅速な活

用に向けたシステムを構築。校

内LAN活用による校務の情報

化・効率化を図る。 

ア○授業アンケート「学

力のつく授業」につい

ての肯定的回答10％増 

 を達成する。 

○全教科での研究授業の

実施、教員全員が年間

１回以上の同僚の授業

見学と相互評価行う。 

イ○スプリング合宿後の

１年生全員へのアンケ

ートで「学習意欲が高

まった」肯定的回答

70％以上を達成する。 

○70 周年記念事業の中

で H24 年度内に自習

専用室を整備し積極的

に活用する。 

○家庭学習時間、各学年

10％増を達成する。(４

月に実施する学力生活

実態調査で比較する) 

ウ年間で ICT活用授業を

実施した教員が、常勤

教員の 40％以上とな

るよう取り組む。 

エ H24 年度に情報専任

者を設置。H25 年度に

情報係の分掌化を行う 

ア○ほぼ横ばい(50%)。次

年度に向け取組み内容

に対するさらなる検討

が必要。    （△） 

○研究授業･授業見学

実施教科数ともに増

加。全員の取組みとな

るまであと一歩。(○) 

イ○実施後ｱﾝｹｰﾄで90%の

生徒が「(とても)よか

った」と回答。また「自

分のため前進できた」

「将来を考えるきっか

けになった」「勉強に集

中できる自信ついた」

肯定的意見 95%（◎） 

○設置完了。3 年生中

心に連日盛況。 (◎) 

○（4月の調査待ち） 

ウ「理科」「芸術」「体育」

「総合的な学習の時

間」などでトータル約

40%の教員が実施。(◎)     

エ年度当初に情報専任１

名配置した結果、学校

の ICT 化促進に大きく

寄与。今年度末、独立

分掌として設置。（◎） 



夢
・
志
の
は
ぐ
く
み 

(１)明確な進路目標をもてない

生徒たちに対し、系統的なキャ

リア教育を通じ、目的意識を高

める。 

ア「志学」の充実を図り、

FROM NOW（総合的な学習

の時間）や LHR・学校行事

を総点検し、従来の取組みを

再構築する。       

イ学年ごとに数時間程度の学

習プログラムを開発し、布施

高版市民性教育を確立する。 

（２）ウ進路保障のため、組織

的な講習・補習に積極的に取

り組むと共に、生徒・保護者

に対して、適切な時期に進路

講演会を開催する。 

ア ○ F R O M  N O W 

検討委員会や進路指導部を中

心に、進路に関係する FROM 

NOW や LHR･学校行事等を

総点検し、キャリア教育･「志

学」の観点を加味した改善行

う。 

○70 周年記念事業等を通じ、

在校生に卒業生との交流の機

会を増やし、進路をより身近

なものとして考えさせる。 

イ○司馬遼太郎記念館などの地

域資源を活用した学習プログ

ラムを研究・開発する。 

○ユネスコスクール準備委員

会の立ち上げ。申請手続きの開

始。他のユネスコスクールの情

報収集。 

ウ生徒が具体的に夢をもてる講

演会を設定し、その流れに連動

させて、保護者対象の講演会を

系統的に開催する。 

ア○FROM NOWの年間

指導計画の充実。 

○進路アンケートまたは

学力生活実態調査によ

り、経年変化を比較。 

 進路目標を決めている

２年の生徒、10％増。 

イ○ユネスコ委員の具体

的活動、学校教育自己

診断で肯定的回答。 

ウ○私立大学のべ合格率

は 5％以上増。また、

センター試験受験者も

5％増を達成する。 

○参加した保護者アンケ

ートでの肯定的回答。 

ア○新たに司馬遼太郎記

念財団スカラーシップ

を活用したﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを

導入。     （◎） 

 ○例年 90%以上の生徒

が 2 年生段階で進路目

標を決定。100%達成に

向けた指導を継続して

いきたい。   （◎） 

イ○準備委員会として

「菜の花委員会」を設

置(1 年各クラスに配

置)し活動を開始。ユネ

スコスクール認定され

次第ユネスコ委員会と

して発足予定。 （◎） 

ウ○センター試験受験者

は横ばい。次年度は「希

望する進路実現を上昇

させる」などの指標を

設定したい。（私立大学

合格率最終統計は今後

集約完成）   (△) 



生
き
る
力
と
豊
か
な
心
の
は
ぐ
く
み 

（１)○自己を律する力と自尊

心の育成を図る。 

ア○挨拶指導・遅刻指導の充実

等により、望ましい生活習慣

の定着を図る。 

 ○障がいがある生徒と共 

に学び共生の意識高める。 

(２)イ教育相談委員会の活性

化、各学年や関係委員会と

の連携による個別生徒支援

の充実を図る。 

（３）ウ自治会行事の充実、部

活動の加入率や対外記録の

向上、地域連携活動等を通じ

て、自主・自立の精神、社会

貢献の姿勢をはぐくむ。 

エ耐震工事に伴い体育館使

用が不可となる７～８月、

生徒の安全と部活動の保障

に工夫する。 

（４）地域連携強化による地域

に大切にされる学校づくり

をめざす。 

オ○家庭との連携の強化、Ｐ

ＴＡ活動のより一層の充

実を図る。 

カ○近畿大学をはじめ大学

等との連携による出前講

義・体験講義の充実を図る 

ア○校長・首席等による校門での

指導。それに加え、学年・生指・

校長と遅刻回数に応じて段階

的に行う指導を、１年間のトー

タルでなく、半期ごとに区切っ

て、きめ細かく指導する。 

○障がいがある生徒が、大きな支

障なく学校生活を送れるよう、

教職員の情報交流を的確に迅

速に行うと共に、サポート体制

を強化。同時に、同学年の生徒

にも、講演会や LHRを通じての

啓発を行う。 

イ発達障がいに関する専門的知

識の深化のため、研修会等を開

く。 

ウ○菜の花忌運動を、全校的な取

り組みとし、地域貢献の意識を

高める。 

 ○部活動の実技指導者の不足

が課題であるため、社会人人材

バンク活用以外に、後援会等の

活用を図り、部活動を支援す

る。 

エ近隣にある東大阪総合体育館

の借用や、近隣校との合同練

習で対応。 

オＨＰ充実やあらゆるＰＴＡ行

事を通じて、保護者に対して

学校の取り組みを常に発信し

ていく。 

カ近畿大学以外にも、関大・立命

館大・大阪成蹊大等と目的に

応じ、連携を拡大する。 

ア○年間総遅刻数10％減

を実現する。 

○障がいがある生徒の

３年次への進級。 

イ学校教育自己診断に

おける「親身に相談に応

じてくれる先生が多い」

の肯定的回答 65％以上

を達成する。 

ウ菜の花忌運動に自主的

に参画する生徒が、全

校生の 25％以上。(H23

年度は 10％) 

エ体育館使用部員へのア

ンケート 

オ保護者対象の授業参観

参加者の 10％増。 

カ近大に加え、３校以上

の大学等と連携する。 

ア○総遅刻数は横ばい。

さらに啓発に努めてい

きたい。    （△） 

 ○成績･出席状況･クラ

ス活動等参加状況はい

ずれも良好(担任によ

る本人･保護者への聞

き取り。問題なく 3 年

へ進級予定。  (◎) 

イ肯定的回答は横ばいな

がらも教育相談体制は

確立(相談委員会の定

期開催、生徒の情報交

換の密な実施等)。今後

はきめ細やかな対応を

全生徒へ広めていきた

い。     （○） 

ウ（2月以降も実施予定） 

エ体育館が夏季休業中工

事で使用不可となった

が、近隣施設活用、他

校との協力等で影響は

最小限にとどめる。そ

の間の練習環境につい

ても生徒は概ね満足

（生徒の声、秋の試合

結果等より)  （◎） 

オ参加者数はほぼ横ば

い。根本的に計画を見

直し土曜実施などの検

討が今後の課題 (△) 

カ大学見学、ｲﾝﾀｰﾝシップ

活用、大学生活心構え

ﾚｸﾁｬ等で 5 校以上の大

学と連携実施。 (◎) 

機
能
的
な
組
織
づ
く
り 

(１)若手教員の校内ＯＪＴを

充実させ、人材育成に努め

る。   

(２)運営委員その他のミドル

リーダーを育成し、能動的な

教育活動を展開する。  

(３)学校改革委員会の目的と

メンバー構成を見直し、学校

変革の要となる、より機能的

な組織とする。 

ア２０～３０歳代の教員が、本校

教員全体の 12％。若手教員に

対する校内研修を、管理職・首

席・指導教諭等で、年間を通じ

系統的に行う。 

イ先進校等の取り組みについて

も学びつつ、意識改革を図る。 

ウ現状維持の視点でなく、積極的

に新たな取り組みを提案して

いく中心的な組織として、構成

メンバーの改組と目的の明確

化を行う。 

ア研修参加者のアンケー     

 ト 

 

イ年度末の各分掌・学年

の総括 

 

ウ規定の変更 

 

ア校内 OJT とともに「若

手教員ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟﾐｰﾃｨﾝ

ｸﾞ(新採用者、若手教員

対象)」を定例で開催。

次年度はさらに府教育

センターによる「ﾊﾟｯｹ

ｰｼﾞ研修」も活用した

い。(ｱﾝｹｰﾄは 2 月実施

予定)     （◎） 

イ（2月以降実施予定） 

 

ウ「将来委員会」発足。

委員は有志で構成。教

職員の学校経営参画意

識をどう全体に広げる

かが今後の課題。(◎) 

 


